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�愛媛県告示第６１２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（大型魚）に関する令和６管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和６年３月愛媛県告示第２８３号）を次のとおり変更し

た。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業 ５．０トン ５．２トン

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南１０３７番２から

同町大瀬南１０４１番３まで

旧 ４．６～７．３ ０．０３９

新 ９．１～１４．６ ０．０３９

毎週（火・金）曜日発行 第５１７号 令和６年６月１４日

令和６年６月１４日金曜日 第５１７号
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�愛媛県告示第６１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６１５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥首五十崎線
喜多郡内子町五十崎乙３５７番９から

同町五十崎甲９８０番３まで
令和６年６月１４日

〃 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南１０３７番２から

同町大瀬南１０４１番３まで
〃

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由、音声・言語・心臓・
じん臓・呼吸器・ぼうこう又は
直腸・小腸・肝臓機能障害

内 科 喜 多 医 師 会 病 院 谷 浦 博 之 大洲市東大洲１５６３番地１ 令和
６年６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・小腸・肝臓機能障害 内 科 社会福祉法人恩賜財

団済生会西条病院 首 藤 聖 弥 西条市朔日市２６９番地１ 令和
６年６月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 萬 代 雄 嗣 西条市朔日市２６９番地１ 令和

６年６月１日

視 覚 障 害 眼 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 松 本 実 希 西条市朔日市２６９番地１ 令和

６年６月１日

肢体不自由、じん臓・呼吸器・
ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害

外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 山 田 隆 明 西条市朔日市２６９番地１ 令和

６年６月１日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 医療法人松永耳鼻咽

喉科医院 松 永 英 子 西条市大町１３６５番地 令和
６年６月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 西予市立西予市民病
院 光 長 治 人 西予市宇和町永長１４７番地１ 令和

６年６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 西予市立西予市民病
院 穴 井 貴 之 西予市宇和町永長１４７番地１ 令和

６年６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

内 科 西予市立西予市民病
院 島 村 仁 子 西予市宇和町永長１４７番地１ 令和

６年６月１日

じ ん 臓 機 能 障 害 腎 臓 内 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 森 田 洋 平 東温市志津川 令和

６年６月１日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 本 岡 太 心 東温市志津川 令和
６年６月１日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 續 木 彩 加 東温市志津川 令和
６年６月１日

聴 覚 障 害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 田 中 武 道 東温市志津川 令和

６年６月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 大 原 雄 大 東温市志津川 令和
６年６月１日

聴 覚 障 害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 狩 野 拓 也 東温市志津川 令和

６年６月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 上 窪 優 介 東温市志津川 令和
６年６月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 桧 垣 有 紗 東温市志津川 令和
６年６月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 山 名 悠 太 東温市志津川 令和
６年６月１日
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公 告

監 査 公 表

�公 告

クリーニング師試験の施行について

クリ－ニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項の規定

による令和６年度クリーニング師試験を次のとおり施行する。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

令和６年９月５日（木）午前９時

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市三番町７丁目６－９ 愛媛県薬剤師会館

� 実地試験

松山市三番町７丁目６－９ 愛媛県薬剤師会館

３ 受験願書の提出期間

令和６年７月２２日（月）から８月５日（月）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、

�愛媛県告示第６１６号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６１７号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

令和６年６月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

肢 体 不 自 由 緩和ケア内科 社会医療法人石川記
念会ＨＩＴＯ病院 大 坂 巌 四国中央市上分町７８８番地１ 令和

６年６月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 愛媛県立今治病院 今 井 麻 央 今治市石井町四丁目５番５号 令和
６年６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 内 科 愛媛県立今治病院 日 浅 悠 今治市石井町四丁目５番５号 令和

６年６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 内 科 愛媛県立今治病院 小 西 里 奈 今治市石井町四丁目５番５号 令和

６年６月１日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 村 上 耳 鼻 咽 喉 科 村 上 一 索 今治市高市甲２６７番地１ 令和

６年６月１日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 消化器外科 愛媛県立新居浜病院 脇 悠 平 新居浜市本郷三丁目１番１号 令和

６年６月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

清 家 史 靖 お ち 内 科 循 環 器 科 伊予郡松前町大字大溝５０８番
地１２ せ い け 内 科 循 環 器 科 伊予郡松前町大字大溝５０８番

地１２
令和６年
５月１日

田 中 伸 二 社会医療法人石川記念会ＨＩ
ＴＯ病院 四国中央市上分町７８８番地１ 医療法人青空会うみ・まちク

リニック
四国中央市中之庄町５７５番地
１

令和６年
４月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 近 藤 元 史 東温市志津川 令和

６年５月２日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 鳥 飼 智 彦 東温市志津川 令和

６年５月２日

肝 臓 機 能 障 害 消化器内科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 小 泉 洋 平 東温市志津川 令和

６年５月２日

肢 体 不 自 由 脳神経内科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 武 井 聡 子 東温市志津川 令和

６年５月１３日
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措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

令和６年６月１４日

愛媛県監査委員 � 田 健 司

同 松 下 行 吉

同 大 石 豪

同 � 石 淳

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

自 転 車 新 文 化 推 進 課 令和５年８月１７日

（監査の結果）

職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両の

毀損があり、県に多額の損害（５０７，３２０円）を与えた。

（措置の内容）

職員に対して、運転時における周囲の安全確認を徹底するように朝礼

において注意喚起するなど、安全運転意識の徹底を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

循 環 型 社 会 推 進 課 令和５年８月２日

（監査の結果）

収入未済の行政代執行費用（高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分に係るもの）

について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額５４６，９６２円（滞納繰越分）

（措置の内容）

債権者である法人に対し、平成３１年３月２６日付けで代執行費用の納付

命令を行い、令和元年５月８日付けで督促状を送付。納付期限内に納付

されなかったことから、法人の財産調査を行い、債権回収手続きを進め、

令和２年９月１７日に９８，３２０円を回収した。今後も適切な債権管理を行い、

債権回収に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 令和５年８月２９日

（監査の結果）

収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理され

たい。

・収入未済額３５，９２８，０６０円（滞納繰越分）

（措置の内容）

未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人へ

連絡等を行い、生活状態等の確認や償還督励を実施し、また、行方不明

者についても追跡調査を行うよう要請してきたところ。

その結果、令和４年度末の未収入金３５，９２８，０６０円のうち、令和５年度

中に２５，２１０円（１者完納）を回収した。また、時効援用の申立があった

４名について、４１９，９００円を不納欠損とした結果、現在、前年度より債

務者数で５者減の３９６者、収入未済額で４４５，１１０円減の３５，４８２，９５０円とな

っている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

男 女 参 画 ・ 子 育 て 支 援 課 令和５年８月２８日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、より一層努められたい。

・収入未済額１１，９３６，０８０円（滞納繰越分５，０８７，４００円、現年度分６，８４８

，６８０円）

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

・収入未済額２６７，６８８，０８１円（滞納繰越分２６３，６４１，００５円、現年度分

４，０４７，０７６円）

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促など納入指導に努めているが、

令和５年１０月末時点で収入未済額は１２，６２５，２００円となっており、令和

４年度と比べて増加しているが、これは不正受給を２件更正した結果

によるものである。

納入指導については、制度の趣旨や返還金の発生理由について説明

を行うとともに、個々の債務者の実態に応じて督促等を継続している。

また、当該返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により

発生していることから、町に対して受給者に対する現況届や資格喪失

届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知

徹底を図り、今後も返還金の発生の未然防止に努めたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

資金の貸付申請時において母子・父子自立支援員による制度の十分な

説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要

に応じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付けの段階から本人への相

談・指導にあたっている県下の母子・父子自立支援員全員の協力を得

ながら、督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人へ

の電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

また、令和５年３月から外部委託を開始したことで、委託業者によ

って、一度も償還のない者等、本庁所管分の１６５件（未納額１０５，４８０，０２１

円）について、連帯保証人を含む債務者に一斉に通知を発出し、収入

未済額の減少に努めた。

これらの結果、令和５年度１０月末時点で、調定総額２８１，４５６，７５３円

（前年度からの滞納繰越分２６７，６８８，０８１円、５年度償還分１３，７６８，６７２

円）のうち、２３，９１８，７０３円が納入されたことから、５年度１０月末の収

入未済額は２５７，５３８，０５０円となっており、引き続き収入確保と滞納繰

越額の縮減に努めたい。

なお、債権回収の外部委託については、引き続き実施しており、令

和５年１０月末現在で、１０，１９３，３６５円が回収されている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 が い 福 祉 課 令和５年８月２８日

（監査の結果）

収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管理

されたい。

・収入未済額１６０，０００円（滞納繰越分１４０，０００円、現年度分２０，０００円）

（措置の内容）

音信不通となっている相続人の親族がおり、親族間での相続の話が進

展しない状況が続いている中、唯一連絡が取れる年金受給権者の遺族に

対し、定期的な状況確認及び納入指導を行った。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 令和５年９月４日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額５６，４３１，３４６円（滞納繰越分５５，９１６，３４６円、現年度分５１５，

０００円）

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額１，２０８，４６５円（滞納繰越分）

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より令和４年度末で４者５６，４３１，３４６円の未収金が生じていた。

令和５年度も債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、１１

月末までに１，２７２，０００円の償還があり、５年１１月末現在の未収金額は、

４者５５，１５９，３４６円となっている。

今後とも、地方局等を通じて債務者の状況を把握するなど、適正な

債権管理を行い、貸付金償還金が滞納となった場合の違約金（年１２．２５

％）が多額にならないよう元金の早期償還に努めるとともに、適切な

償還指導により、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、令和４年度末で３者１，２０８，４６５円の未収金が生じて

いた。

令和５年度も債務者への償還指導に努めた結果、１１月末までに７５，０００

円の償還があったため、令和５年１１月末現在の未収金額は、３者１，１３

３，４６５円となっている。

違約金の滞納については、既に貸付金償還金を完済し違約金のみと

なっている１者を除いて、貸付金償還金完済後の違約金納入を指導し

ているところである。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 令和５年８月３０日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額１，７６９，０００円（滞納繰越分）

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額２，６０８，９２４円（滞納繰越分１，６５３，２３６円、現年度分９５５，６８８

円）

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営を強い

られる中、令和４年度末で３名分１，７６９，０００円の滞納繰越が生じてい

る。これに対して、定期的に本人と面談して、分割による償還を指導

してきた結果、令和５年度（１１月末時点）は、うち１名から計２３０，０００

円、もう１名からは計５６０，０００円を収入した。残る１名からは５３，０００

円を収入し、この１名分の滞納繰越分は令和５年９月で完済となった。

今後とも、適正な償還指導を通じて未収金の早期収入に努め、債権

全体の回収に繋げて参りたい。

２ 債務者Ａは、違約金９６７，５１７円が長期滞納となっているが、令和５

年９月から違約金の支払いを開始しており、令和５年１１月末現在２７，０００

引き続き、適切に納入指導を行ってまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

産 業 政 策 課 令和５年８月２３日

（監査の結果）

えひめ版応援金の返還金について、適切に債権管理するとともに、収

入未済額の縮減に努められたい。

・収入未済額２，０７１，８００円（現年度分）

（措置の内容）

適切な債権管理に努めるとともに、返還に応じない事業者については、

電話及び文書による督促に加え、県ＨＰ上での公表を行うなど粘り強く

返還を求めているが、経営状況が厳しく、直ちに返還できない事業者に

は分割での返納を認めるなど、相手方に寄り添った対応をしていく。

・収入未済額１，６８３，１００円（令和５年１１月３０日時点）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

産 業 人 材 課 令和５年８月１７日

（監査の結果）

新型コロナウイルス感染症対策緊急地域雇用維持助成金支給決定取消・

返還に係る納付金について、適切に債権管理するとともに、収入未済額

の縮減に努められたい。

・収入未済額３８６，１５９円（現年度分）

（措置の内容）

当該納付金は、助成金の不正受給を行った２事業者に係る返還金が指

定の期限までに納付されず、その後、督促状を発送するなど債権回収に

努めたが、年度内に返還されなかったため、収入未済となっているもの。

このうち、１事業者については、弁護士法人から、自己破産申立手続

きを受任し、今後破産申立を行う予定である旨が通知され、現在、債務

状況の確認が進められている状況である。

１事業者については、文書催告等により債権回収に取り組んでいると

ころであり、収入未済額の縮減に向け、引き続き、適切な債権管理に努

めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 令和５年８月１７日

（監査の結果）

中小企業振興資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金

に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額３，８９６，４６０円（滞納繰越分）

（措置の内容）

当該違約金は、平成２９年４月に誓約した分割納付計画に基づき、同年

４月から毎月１５０，０００円を回収し、令和４年２月に完済予定となってい

たが、貸付先が業績不振に陥り、令和元年５月から納付が困難になった。

その後、県中小企業再生支援協議会等の支援を受けながら進めていた

新たな償還計画を含む経営改善計画の策定が新型コロナウイルス感染症

等の影響により、遅れていたが、令和３年度末に策定された。

当該計画に基づき、違約金については、令和４年７月から毎月１５０，０００

円の納付が再開されており、関係金融機関と連携し、適切な債権管理に

努めたい。
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円収入済みである。引き続き、未収金が早期収入されるよう、適正な

指導に努めて参りたい。

債務者Ｂは、違約金１，６３９，４０７円（滞納繰越分６８３，７１９円、現年度分

９５５，６８８円）が発生し未収となっているが、当面は未収となっている

償還金（元本）の完済を優先させることとし、早期に違約金の支払い

が可能となるよう定期的に本人と面談する等、適正な指導を行ってい

くこととしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 令和５年８月２２日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済額

の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額２４，６７８，４４５円（滞納繰越分）

（措置の内容）

令和４年度末時点における住宅貸付損害金（９５名２４，６７８，４４５円）の退

去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めたところ、令和５年１２月１

日時点において分割納入中の１名から７０，０００円の入金があり、９５名２４，６

０８，４４５円となっている。

なお、令和５年度において新たに２名６０１，４４７円の住宅貸付損害金が

発生したため、収入未済額の合計は令和５年１２月１日時点において９７名

２５，２０９，８９２円となっている。

引き続き地方局と連携しながら収入確保に努めるとともに、より一層

の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局
地 域 産 業 振 興 部

令和５年７月２５日

（監査の結果）

１ 収入未済の電気代単価契約解除に伴う損害賠償金について、適切に

債権管理されたい。

・収入未済額５０，４９１円（現年度分）

２ 県税未収金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

・収入未済額１５２，４２２，５６８円（滞納繰越分１２４，４５８，３７１円、現年度分

２７，９６４，１９７円）

（措置の内容）

１ 債務者である株式会社ホープエナジーの破産手続が終結し、会社の

法人格の消滅に伴って債権も消滅したことから、会計規則第３３条第１

項第１号の適用により収入未済額５０，４９１円の不納欠損の手続きを行っ

た。

２ 令和５年度滞納繰越分については、愛媛県徴収確保対策本部におい

て、滞納整理方針の策定及び数値目標等の設定をすることで計画的な

滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化期間（１１月及び１２月）にお

ける数値目標等の設定、債権差押の徹底及び換価処分の促進、局独自

催告の発付などによる徴収確保対策に努めている。

令和５年度現年課税分については、自動車税納期内納付キャンペー

ンによる啓発活動に加え、コンビニ収納、クレジットカード納付及び

スマートフォン決済アプリ納付などの納税環境の整備により、納税者

の利便性向上に努めるとともに、預金、保険及び給与の差押えなどに

よる滞納処分を積極的に実施している。

今後とも納税秩序の維持と安定的な税収確保を図るため、県税の納

期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局
今 治 支 局

令和５年７月２０日

（監査の結果）

１ 収入未済の電気代単価契約解除に伴う損害賠償金について、適切に

債権管理されたい。

・収入未済額３３，４５７円（現年度分）

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 債務者である会社の破産手続が終結し、会社の法人格の消滅に伴っ

て債権も消滅したことから、会計規則第３３条第１項第１号の適用によ

り不納欠損の手続きを行った。

２ 日頃から、朝礼の場などで安全運転を心がけるよう指導するととも

に、当該事故発生を受けて、室内職員全員に対し、交通事故の防止に

関する職場研修を実施し、交通法規の遵守とより一層の安全運転の徹

底を図るよう注意喚起した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局
健 康 福 祉 環 境 部

令和５年７月２５日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

・収入未済額２６４，０２０円（滞納繰越分）

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層

努められたい。

・収入未済額７５，８３３，０７６円（滞納繰越分６６，５８０，４１５円、現年度分９，２５

２，６６１円）

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金のうち、令和４年度からの滞納繰越分２６４，０２０円

については、生活保護費返還金納付計画に基づく適期収入が図られる

よう、債務者への督促状・催告書の送付や臨戸訪問による納入指導に

努めているが、納入には至っていない。

令和５年度発生分については、丁寧な説明と粘り強い償還指導によ

り、令和５年１２月１日現在、全額納入となっている。

今後も債務者の生活状況を把握するとともに、適切な返還指導等に

より、収入未済額の縮減に努めて参りたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申

請時に母子・父子自立支援員が制度を十分説明し適正な償還計画を作

成するよう指導するとともに、償還開始直前には借受人に償還が始ま

ることを連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話といった償還指導に加え、連帯保証人

を通じた働きかけを行ったものの、疾病や就労収入の低下等により家

計が悪化し、貸付当初に計画した償還が困難となる者も多い。

令和４年度からの滞納繰越分計７５，８３３，０７６円については、市の母子・

父子自立支援員との協力のもと、借主及び連帯借主への電話指導、連

帯保証人による償還の促進等の納入指導に努め、３，３９４，１６３円が納入

された。

令和５年度償還分については、令和５年１２月１日現在、計８，２０８，０６７

円が未収となっている。

これらの結果、令和５年度の収入未済額は、令和５年１２月１日現在、

合計８０，６４６，９８０円に増加していることから、引き続き、借主の生活状
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況に応じた適切な償還指導を粘り強く行い、納期限内の収入確保と滞

納繰越額の縮減に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局
建 設 部

令和５年７月２５日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

・収入未済額２，７１３，８００円（滞納繰越分１，３４３，４００円、現年度分１，３７０，

４００円）

（措置の内容）

令和４年度末時点で２，７１３，８００円の収入未済額があったが、令和５年

度においても納入促進を図るため、滞納者に対して定期的に納入督促を

行った。

また、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し等

での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実施す

るとともに、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し訴訟

を提起することとしている。

この結果、令和５年度に４４８，５００円の納入があり、収入未済額は２，２６５

，３００円となっている。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局
今 治 土 木 事 務 所

令和５年７月２０日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

・収入未済額２，１１６，６００円（滞納繰越分１，４４２，５００円、現年度分６７４，１００

円）

（措置の内容）

令和４年度末時点で２，１１６，６００円（３３名）の収入未済額があったが、

令和５年度においても納入促進を図るため、滞納者に対して定期的に戸

別訪問等による納入督促を引き続き行っている。

また、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し等

での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実施す

るとともに、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し訴訟

を提起することとしている。

この結果、令和５年１２月１３日現在、４２０，９００円の納入があり、収入未

済額は１，６９５，７００円となっている。（滞納繰越分１，３１８，６００円、現年度分

３７７，１００円。）

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局
地 域 産 業 振 興 部

令和５年７月１８日

（監査の結果）

１ 収入未済の電気代単価契約解除に伴う損害賠償金について、適切に

債権管理されたい。

・収入未済額６０，２２１円（現年度分）

２ 県税未収金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

・収入未済額４５１，８８２，４２７円（滞納繰越分２２０，６３８，１４８円、現年度分

２３１，２４４，２７９円）

（措置の内容）

１ 契約先であった、株式会社ホープエナジ―（令和４年３月２５日破産

手続開始決定）について、令和５年１１月２４日付けで破産手続終結決定

が行われ、その結果、県が届け出た破産債権（契約解除に伴う損害賠

償請求権（劣後的破産債権）６０，２２１円）には配当を受けられず、回収

不可能となった。

当該破産手続終結により、同社の法人格が消滅し、これに伴って同

社に対する県の債権も消滅することから、会計規則の規定に基づき、

令和６年１月３０日に不納欠損の手続を行った。

２ 県税の納期内の収入確保に向け、特に自動車税種別割（旧自動車税）

については、例年、「納期内納付キャンペーン」を実施しており、具

体的には、街頭啓発をはじめ関係機関へのポスター掲示依頼や、商工

会議所・商工会から事業者への納期内納付の周知依頼、コンビニ及び

キャッシュレス（クレジットカード、スマートフォン決済アプリ等）

納付などの多様な納税方法を周知する等の広報活動を実施し、納税者

の意識啓発や滞納の未然防止を図ることにより、同税の現年度課税分

の納期内納付を促進した。

また、県税の収入未済額の縮減に向け、愛媛県徴収確保対策本部に

おいて策定した滞納整理方針及び目標に基づき、引き続き、必要なも

のについては迅速かつ厳正な差押、換価等の滞納処分の執行、税務職

員の相互併任等による市町と連携した滞納整理の推進などにより、効

果的かつ効率的な滞納整理を実施するとともに、平成２４年度から県内

の徴収困難案件や煩雑な公売案件の集約を目的として当局に設置され

た「愛媛県特別滞納整理班」においても、専門的な滞納整理活動を実

施し、積極的に滞納処分に取り組んでいるところである。

なお、今年度は、現年課税分の調定額が増えたこと等により、１０月

末現在の現年分と滞納繰越分を合わせた収入未済額は、前年同時期と

比較して４．９４％、６３９，５２９，６９９円の増となっているが、徴収率では、

令和４年度の８２．５６％に対し今年度では８１．３８％と例年並みに順調に推

移している。

引き続き納税秩序を確立し、税負担の公平性と県税収入の確保を図

るため、納期内納付の促進と収入未済額の縮減に努めて参りたい。

区 分 調定額（円） 収入額（円） 収入未済額
（円）

徴収率
（％）

５年１０月末７３，０８７，７８８，６９６５９，４８１，２５７，０６４１３，５８０，０５５，０１１ ８１．３８

４年１０月末７２，２３７，６７９，５９５５９，６３５，８２７，８８７１２，９４０，５２５，３１２ ８２．５６

差引増減 ８５０，１０９，１０１△１５４，５７０，８２３ ６３９，５２９，６９９△１．１８

※金額は、滞納繰越分と現年分の合計額

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局
健 康 福 祉 環 境 部

令和５年７月１８日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

・収入未済額９７，９３６，７６１円（滞納繰越分４１，１７３，８９４円、現年度分５６，７

６２，８６７円）

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層

努められたい。

・収入未済額１２，７４２，７６６円（滞納繰越分１０，６１０，５４３円、現年度分２，１３

２，２２３円）
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（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については、令和４年度末現

在、９７，９３６，７６１円となっていたが、家庭訪問や電話、文書等で納入指

導を継続して行った結果、２，０２４，２５８円の納入があり、令和５年度１０

月末現在での収入未済額は、９５，９１２，５０３円となっている。

また、生活保護受給者の年金受給未申告などにより、５年度に新た

な返還金４，９００，２７８円が発生したことから、滞納繰越分と合わせた合

計で１００，８１２，７８１円の収入未済となっている。

滞納者は、生活保護を受給中又は受給していた者で、厳しい生活状

況にあり、返済が進まない状況にあるが、今後も、家庭訪問や電話、

文書等により分割納付も含めた返還指導を行い、収入の確保と収入未

済額の縮減に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

５年度
（１０月末） ４，９００，２７８ ９５，９１２，５０３ １００，８１２，７８１ ・消滅時

効期間５
年
（地方自
治法２３６
条 第 １
項）

４年度 ５６，７６２，８６７ ４１，１７３，８９４ ９７，９３６，７６１

差引増減 △５１，８６２，５８９ ５４，７３８，６０９ ２，８７６，０２０

生活保護法第６３条（急迫時の保護費）又は７８条（不正受給した保護

費）による費用返還。

不納欠損処分 令和４年度：５６８，６７１円 令和５年１０月末時点：な

し

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金の過年度収入

未済額については、令和４年度末現在１２，７４２，７６６円であり、家庭訪問

や電話、文書等で納入指導を継続して行った結果、１，１４２，８２６円の納

入があったものの、令和５年度に新たに世帯収入の減少などにより、

現年度償還分１，６３０，１７０円が未納となったことから、令和５年度１０月

末現在での収入未済額は１３，２３０，１１０円となっている。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、引き続き、電話・文書等による返還指導を行うとともに、個々

の生活状況に応じた適切な返還計画などの指導も併せて行い、納期限

内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の整理・縮減に努めたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

５年度
（１０月末） １，６２４，１７０ １１，２５７，４０５ １２，８８１，５７５

４年度 ２，０６７，７８３ １０，１７８，４０４ １２，２４６，１８７

・消滅時
効期間１０
年
（民法１６
６条第１
項）

差引増減 △４４３，６１３ １，０７９，００１ ６３５，３８８

不納欠損処分 なし

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

５年度
（１０月末） ０ ６４，４４０ ６４，４４０

４年度 ６４，４４０ １６，１１０ ８０，５５０

・消滅時
効期間１０
年
（民法１６
６条第１
項）

差引増減 △６４，４４０ ４８，３３０ △１６，１１０

不納欠損処分 なし

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

５年度
（１０月末） ６，０００ ２７８，０９５ ２８４，０９５

４年度 ０ ４１６，０２９ ４１６，０２９

・消滅時
効期間１０
年
（民法１６
６条第１
項）

差引増減 ６，０００ △１３７，９３４ △１３１，９３４

不納欠損処分 なし

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局
建 設 部

令和５年７月１８日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

・収入未済額１６，５４１，０９２円（滞納繰越分１０，０５４，３６３円、現年度分６，４８

６，７２９円）

（措置の内容）

令和４年度末における県営住宅貸付料滞納分（１６，５４１，０９２円）につい

ては、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領及び愛媛県県営住宅指定管理者

業務仕様書に基づき、本人に対する督促状の送付、電話や訪問による督

促、呼出しによる納付指導を行うとともに、保証人に対する納付指導依

頼を行うほか、退去者の未回収債権については、債権回収業者への収納

業務委託により収入未済額の縮減に努めている。

この結果、令和５年１０月末日現在において、２，３２０，９５３円（Ｒ４現年

度分）、７４０，０００円（Ｒ４滞納繰越分）の納付により、収入未済額が１３，

４８０，１３９円に減少した。

しかしながら、Ｒ５現年度分収入未済額１３，４７４，８１８円（令和５年１０月

末現在）が新たに発生しており、今後とも住宅貸付料の納期限内収入に

留意するとともに、滞納繰越分についても収入確保に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局
� 万 高 原 土 木 事 務 所

令和５年７月１８日

（監査の結果）

１ 収入未済の工事請負契約の解除に伴う違約金及び前払金余剰額に対

する利息について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額２７０，１００円（違約金）、２４７，８８５円（利息）（滞納繰越分）

２ 職員の不注意により公用車による事故（６件）が発生し、当該車両

に毀損があった。

（措置の内容）

１ 平成２５年度及び平成２６年度に工事請負契約を締結した事業所１社か

ら平成２６年６月２７日に工事続行不能届の提出があり、同日付で同社と

のすべての工事請負契約を解除した。

その後、速やかに同社に対して違約金及び過払前払金返還利息を請

求したが、履行されない状況が続く中、平成２６年９月１１日管轄の裁判

所において同社の破産手続が開始されたため、平成２７年１月３０日付け

で、当該収入未済を破産債権として届出書を提出していた。

しかし、平成２８年９月２２日付で管轄の裁判所が費用不足により破産

手続廃止決定をしたため、同社からの債権回収は不可能となった。

このため、愛媛県債権管理マニュアルに基づき、債権の消滅時効が

完成する令和８年９月２２日までは、債務者の状況把握に努めるなど、
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引き続き適切な債権管理を行いたい。

２ 職員が公用車を運転する機会が多い職場であることから、平素から

職員に対して交通法規を遵守するよう指導しているところであるが、

なお一層安全運転の徹底を促し、交通事故防止に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
地 域 産 業 振 興 部

令和５年７月１３日

（監査の結果）

１ 収入未済の電気代単価契約解除に伴う損害賠償金について、適切に

債権管理されたい。

・収入未済額５６，９０６円（現年度分）

２ 県税未収金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

・収入未済額９０，３７２，９２１円（滞納繰越分４３，９９８，７５７円、現年度分４６，３

７４，１６４円）

（措置の内容）

１ 電気代単価契約解除に伴う損害賠償金については、契約業者の破産

に伴うものであり、令和４年４月には当局の債権との相殺手続きを適

切に行い、当局の債権１１７，６５９円のうち、破産手続開始日以前に発生

した債権６０，７５３円を回収したところ。

破産手続開始日後に発生した当該債権５６，９０６円（収入未済額）につ

いては相殺ができないことから、令和４年４月１３日付で破産債権届出

を行い、配当により債権回収に努めていたところであるが、令和５年

１０月１８日付の破産管財人弁護士通知により配当額が０円に確定すると

ともに、破産手続きの終了による法人格の消滅に伴い県の債権も消滅

したため、令和６年１月２６日に不納欠損登録の処理を行った。

２ 令和５年度現年度課税分については、前年度に引き続き自動車税納

期内納付キャンペーンや「クレジットカード」や「スマートフォン決

済アプリ」等の納税方法の拡充などによる納期内自主納税の促進に努

めるとともに、給与を中心とした債権の差押等積極的な滞納処分を実

施している。

令和５年度滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基

づき計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化期間の設定、

債権差押の徹底と換価処分の促進、局独自文書催告など徴収確保に努

めている。

また、本局管内（平成２４年度～）及び支局管内（平成２６年度～）に

おいて取り組んでいる「県・市町税務職員の相互併任」を活用して、

県と市町の連携強化を図りながら、滞納繰越額の約９割を占める個人

県民税対策に重点をおいて、県の直接徴収などに継続して取り組み、

収入未済額の削減に努めたい。

【参考】

令和５年１０月末現在

・収入未済額３，３２９，４３８，５８５円（滞納繰越分９４，０２０，４２５円、現年度分

３，２３５，４１８，１６０円）

令和４年１０月末現在

・収入未済額３，７６６，２９２，３６２円（滞納繰越分６０，４７７，３０３円、現年度分

３，７０５，８１５，０５９円）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
八 幡 浜 支 局

令和５年７月１９日

（監査の結果）

１ 電気代単価契約解除に伴う損害賠償金の一部（４８，９８２円）について、

調定を行っていなかった。

２ 収入未済の電気代単価契約解除に伴う損害賠償金について、適切に

債権管理されたい。

・収入未済額４８，９８２円（現年度分）

（措置の内容）

１ すぐに調定し、今後は入念な管理のため、案件ごとに管理職を含む

複数職員による共有回覧板を作成し処理状況を共有することで、手続

きの遅れが生じないようにした。

２ 破産管財人による財産状況報告等により、当方に対する配当額が０

円に確定するとともに、破産手続きの終了による法人格の消滅に伴い

県の債権も消滅したため、令和６年１月２４日に不納欠損登録の処理を

行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
健 康 福 祉 環 境 部

令和５年７月１３日
令和５年７月１９日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

・収入未済額１９，２７１，９５３円（滞納繰越分１８，１９６，１２７円、現年度分１，０７

５，８２６円）

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

・収入未済額２５，１３５，３１０円（滞納繰越分２３，２９５，６１４円、現年度分１，８３

９，６９６円）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

・収入未済額４，２４２，４７４円（滞納繰越分３，８２０，２０３円、現年度分４２２，２７１

円）

（八幡浜支局）

（措置の内容）

１ 令和４年度末において、地域福祉課の生活保護費戻入金の収入未済

額が１９，２７１，９５３円であったが、訪問や電話等による納入指導を行った

結果、令和５年１０月末までに未納額は１９，２２２，７８５円となった。

未納者は８４名であり、うち３９名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、令和５年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

令和５年度生活保護費戻入金収入状況表

令和５年１０月３１日現在

令和５年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

３，６４０，３５９円 ２，８１２，１５９円 ８２８，２００円 ７７．２％

未納者５８名

２ 令和４年度末において、母子父子寡婦福祉資金特別会計における母

子・父子福祉資金貸付金償還金の収入未済額が２５，１３５，３１０円であった

が、訪問や電話等による納入指導を行った結果、令和５年１０月末まで

に２，９１６，８０６円納入があり、未納額は２２，２１８，５０４円となった。

滞納者６６名中６名が償還済みとなったほか、４５名からは一部納入を

得た。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等から、生活困窮者、多重

債務者など依然として償還困難者が多い状態である。
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今年度も引き続き、滞納者へ催告書を送付するとともに、就労情報

の提供や口座振替の推進、日々の電話催告等に応じない滞納者に対す

る戸別訪問、連帯保証人に対する償還協力の要請等を積極的に行い、

期限内の収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいり

たい。

なお、令和５年度の現年度分母子父子寡婦福祉資金特別会計におけ

る母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金については、次のとおりとなっ

ている。

令和５年度母子父子寡婦福祉資金償還金収入状況表

令和５年１０月３１日現在

令和５年度調定額 収入済額 収入未済額 償還率

３０，５０５，８７２円 ２８，６８８，８３３円 １，８１７，０３９円 ９４．０％

未納者６０名

３ 令和４年度末において、八幡浜支局福祉室の生活保護費戻入金の収

入未済額が４，２４２，４７４円であったが、訪問や電話等による納入指導を

行った結果、令和５年１０月末までに６５，３１６円納入され、未納額は４，１７

７，１５８円となった。

未納者は２０名であり、うち１０名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、令和５年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

令和５年度生活保護費戻入金収入状況表

令和５年１０月３１日現在

令和５年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

３，５８６，４６２円 ３，２６２，７８６円 ３２３，６７６円 ９１．０％

未納者８名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
建 設 部

令和５年７月１３日

（監査の結果）

１ 道路占用料について、納期限内の収入確保に努められたい。

・収入未済額５５，８５３円（現年度分）

２ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に引き続き努められたい。

・収入未済額１，６３１，２００円（滞納繰越分７５８，２００円、現年度分８７３，０００

円）

（措置の内容）

１ 令和４年度道路占用料、債務者１件の未納分（５５，８５３円）について

は、文書、電話、自宅訪問による催告を複数回行い、令和５年６月１５

日納付済みである。

今後も納期限内納付の徹底に努めることとしたい。

なお、同債務者にかかる令和５年度分の占用料についても同日に納

付済みである。

２ 県営住宅貸付料については、令和４年度末時点で、１６世帯、計１，６３

１，２００円の家賃収入未済額があったが、滞納者及び連帯保証人に対し、

督促状の送付・呼出し・訪問等納付指導に努めた結果、計８４０，９００円

の納付があり、収入未済額は、５世帯、７９０，３００円に減少した。

令和５年度現年度分の収入未済額は、令和５年１０月末時点の金額で

あることもあり、令和４年度現年度分と比べ増加しているが、今後も

引き続き、滞納者及び連帯保証人に対し、督促対応等を行い、住宅貸

付料の納期限内の収入確保及び滞納繰越額の回収に努めてまいりたい。

区分
収入未済額（円）

備考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

５年度 １，１２３，２００ ７９０，３００ １，９１３，５００

４年度 ８７３，０００ ７５８，２００ １，６３１，２００

令和４年度は決算
金額
令和５年度は令和
５年１０月３１日時点
金額差引増減 ２５０，２００ ３２，１００ ２８２，３００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
大 洲 土 木 事 務 所

令和５年７月１９日

（監査の結果）

職員の不注意により公用車による事故が発生（３件）し、当該車両の

毀損があった。

（措置の内容）

職員が公用車を運転することが非常に多い職場であるため、平素から

機会あるごとに、職員に対し交通法規の遵守と交通事故の未然防止に努

めるよう注意喚起を行っているところであるが、なお一層安全運転の徹

底を促し、交通事故防止に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
八 幡 浜 土 木 事 務 所

令和５年７月１９日

（監査の結果）

県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

・収入未済額１１５，０００円（現年度分）

（措置の内容）

電話等で行った督促により令和５年６月中に、全額解消した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

歴 史 文 化 博 物 館 令和５年５月１１日

（監査の結果）

１ 令和３年４月に許可（許可期間：令和３年４月１日から令和６年３

月３１日まで）した行政財産の使用料（２件）について、令和４年度分

の調定を行っていなかった。

２ 行政財産使用許可申請に対する未処理（３件）があった。

（措置の内容）

１ ２件とも調定処理を行い、３月上旬に料金収納済である。今後は、

調定漏れを防ぐため、複数年度に渡る許可案件については、年度当初

に共有フォルダ内の台帳に記帳することで、管理職と処理状況を共有

することとした。

２ ３件とも許可及び使用料に係る調定手続きを行い、３月下旬に料金

収納済である。今後は、許可申請書を受け付けた際には、共有フォル

ダ内の台帳に記帳することで、管理職と処理状況を共有することとし

た。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 令和５年４月２７日
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（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額３５，１３６，２１６円（滞納繰越分２８，６９４，９５０円、現年度分６，４４

１，２６６円）

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対し、措置の

際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童福祉施設

入所負担金徴収マニュアル」に基づき、四半期毎に徴収検討会議を開催

し、未納状況について情報を共有するとともに、滞納者の生活状況や重

点的に納付を指導すべき未収金について検討を行い、文書催告や臨戸訪

問等により積極的に滞納整理を行った。

今後とも、保護者との連絡を密にし、収入の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和４年１２月３１
日現在

令和４年度末現
在
（令和５年度へ
の繰越額）

令和５年１１月３０
日現在

４年度 現 年 分 ５，４１４，２８０ ６，４４１，２６６ ６，１０９，８４６

４年度 滞納繰越分 ２８，７９０，１６０ ２８，６９４，９５０ ２２，３２０，３１０

計 � ３４，２０４，４４０ ３５，１３６，２１６ ２８，４３０，１５６

５年度 現年分� ― ― ６，４２７，６１８

合 計（�＋�） ３４，２０４，４４０ ３５，１３６，２１６ ３４，８５７，７７４

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東予子ども・女性支援センター 令和５年５月２６日

（監査の結果）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額１７，０６０，５５０円（滞納繰越分１２，４０１，０８７円、現年度分４，６５

９，４６３円）

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（５件）し、当該車両

等の毀損があった。

（措置の内容）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状の送付をするとともに、

徴収会議において未納者の状況を把握し、電話催告、戸別訪問を実施

し、収入未済額の縮減に努めている。

今後とも、負担金の適時・適切な収入に留意するとともに、滞納繰

越分については、面接やケース訪問時を利用して保護者との連絡を密

にし、期限内納入の啓発に努めるとともに、効果的な督促を行い収入

の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和４年１１月３０
日現在

令和５年度への
繰越額
（令和４年度末
現在）

令和５年１１月３０
日現在

令和４年度分 ３，５８５，８９３ ４，６５９，４６３ ４，６４１，４６３

滞納繰越分 １２，５８４，２８７ １２，４０１，０８７ １２，２２８，１８７

計 � １６，１７０，１８０ １７，０６０，５５０ １６，８６９，６５０

令和５年度分� ― ― ３，２０７，１７０

合計（�＋�） １６，１７０，１８０ １７，０６０，５５０ ２０，０７６，８２０

２ 緊急対応、天候不良、地域行事等、公用車の運転に関しては適宜朝

礼や回覧板で安全運転を指導するとともに、出張は基本的に複数名で

の対応としているため、運転者はもちろん同乗者についても周辺の安

全確認を行うなど、出張中における安全確認についても複数対応を行

うことを改めて周知徹底した。

また、時間に余裕を持った行動、出張先での駐車場所にも留意する

ように全体指導を実施している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南予子ども・女性支援センター 令和５年５月３１日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額９，０１４，０７５円（滞納繰越分７，７００，５７５円、現年度分１，３１３，

５００円）

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、徴収会議を開催し、未

納者の状況把握と徴収可能な債務者の選別を実施、訪問または電話によ

る重点的な納入催告に努めた。

その結果、令和５年度に繰り越した未収金９，０１４，０７５円の内、令和５

年１２月末現在３９，６００円を収納し、１，８２８，３４０円を不納欠損処理した。

今後とも、負担金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

分についても、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、その縮

減に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和５年度への繰越額
（令和５年５月末現在） 令和５年１２月３１日現在

令和４年度分 １，３１３，５００ １，３１３，５００

滞納繰越分 ７，７００，５７５ ５，８３２，６３５

計 � ９，０１４，０７５ ７，１４６，１３５

令和５年度分� ― １，０２８，６００

合計（�＋�） ９，０１４，０７５ ８，１７４，７３５

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 令和５年４月２０日

（監査の結果）

１ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額２，１５２，９４３円（滞納繰越分１，５７２，１９９円、現年度分５８０，７４４

円）

２ 業務委託している子ども療育センター窓口における料金収納に関し、

未納者の状況を事務局で十分に把握、管理していなかった。

（措置の内容）

１ 子ども療育センター利用料金については、保護者等に対し、施設サ



愛 媛 県 報令和６年６月１４日 第５１７号

４５１

ービス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明す

るなどして、納期限内の収入確保に努めた。また、滞納となった者に

ついては、督促状・催告書の送付や電話催告のほか、来所の機会（夜

間・休日を含む）による直接面談を行い、早期納入について指導する

など収入未済額の縮減に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入に留意するとともに、収入未済額の

縮減については、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一層

努めたい。

区 分

収入未済額（円）

令和５年度へ
の繰越額
（令和４年度
末現在）

令和５年１０月
３１日現在 差引増減 備

考

滞
納
繰
越
分

～令和３年度分 １，５７２，１９９ １，２３５，９３９ △３３６，２６０

令和４年度分 ５８０，７４４ ５３９，５３６ △４１，２０８

計 ２，１５２，９４３ １，７７５，４７５ △３７７，４６８

２ 従前、窓口における未納者の状況は、委託業者において管理してい

たが、委託業者から適宜、未納者を報告させ、事務局においても把握、

管理することとした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

計 量 検 定 所 令和５年４月２７日

（監査の結果）

計量器出張検定等に要する経費の徴収について、引き続き二以上の場

所において出張検定を行った場合の徴収金額は、愛媛県計量器出張検定

等に要する経費の徴収等に関する要綱により、検定に要した時間に応じ

て分割するとともに、分割によって生じた円未満の端数は切り捨てるこ

ととされているが、この規定と異なる方法により算出していた。

（措置の内容）

要綱の規定と異なる算定により、円未満の端数分について過大徴収が

発生していたため、関係事業者に対して還付処理を行った。

徴収金額の算定に当たっては、要綱の規定と算出方法を、上司を含め

た２名以上で確認するとともに、職員研修の実施や、職員の引継書への

記載を徹底した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 令和５年９月５日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額２４５，０４６，２９５円（滞納繰越分１９９，４５７，８９５円、現年度分

４５，５８８，４００円）

（措置の内容）

奨学資金貸付金償還金については、奨学生の採用時及び貸与終了時に、

学校長を通じ制度の趣旨や返還義務等を指導するとともに、卒業後、新

たに返還を開始するときは、納入通知書発行に先立ち、文書により納入

期限及び納入額の事前案内を行い、納期限内の収入確保に努めている。

また、返還指導を業務とする奨学生指導員（特定業務職員３名）を設

置し、係員と連携して、滞納者本人や連帯保証人等に対する電話、文書

等での返還指導を行うほか、平成３０年度からは回収困難な債権について

債権回収会社への委託を開始し、令和３年度からは長期滞納債権を一律

委託するなど収入未済額の縮減に取り組んでいる。

令和４年度末現在の収入未済額２４５，０４６，２９５円については、令和５年

１１月末現在までに３１，４７７，７８８円（うち委託先での収納分１７，４７８，５２０円）

を収納し、８９７，０００円を不納欠損したことにより、２１２，６７１，５０７円（滞納

繰越分１７６，２８９，３７５円、現年度分３６，３８２，１３２円）となった。

引き続き、奨学生指導員による初期の返還指導により、滞納の累積を

防止していくとともに、回収のノウハウを有する専門業者を効果的に活

用することにより、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 令和５年９月５日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

・収入未済額６１８，１４２，５２６円（滞納繰越分６０６，６８６，０９０円、現年度分

１１，４５６，４３６円）

（措置の内容）

令和５年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、令和５年１１月末現在で調定額２，７２９，８２８円に対し、収納額

２，０２１，８７２円、収納率７４．１％となっている。未納者に対しては、督促状

を発行するほか、県担当者が奨学生であった者やその保護者、保証人等

と面談を実施する等して返還を促している。

令和４年度末の収入未済額６１８，１４２，５２６円については、未納者に送付

する各種通知文に未納額を掲載して納入を促すほか、県担当者が奨学金

関係者と面談するなど返還指導を行った結果、１１，２２８，８３５円を収納、ま

た４８１，９９９円を不納欠損したことにより、令和５年１１月末現在で６０６，４３１

，６９２円に減少した。

平成２３年度から全ての未納者に「未納状況通知書」を送付することで、

返還を更に促すほか、２５年度からは奨学生指導員を１名配置し、市町担

当者と緊密に連携しながら、返還に係る相談にも丁寧に対応している。

また、係全員体制で市町訪問、面接指導等を行うなど、効果的な実施体

制の構築に努めている。

今後も、きめ細かな返還指導を徹底し、債務者の返還意識の涵養を図

ることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

愛 媛 県 立 み な ら 特 別 支 援 学 校 令和５年２月２２日

（監査の結果）

職員の不注意によりスクールバスによる事故が発生（４件）し、当該

車両の毀損があった。

（措置の内容）

事故発生時にはスクールバスを停車させ相手方を含めた損傷状況を確

認し、速やかに修理を行った。事故発生時には、その都度管理職から安

全運行の心得や留意事項等について指導し、関係者間での話し合いを行

っており、また、毎年４月に開催している全ての運転士、添乗員が参加

するスクールバス関係者打合せ会において、公用車運転の高い責務と安

全を徹底する研修を行っている。加えて、日頃からの面談等を通じても

安全な運行への継続した注意喚起を図っている。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 令和５年８月４日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

・収入未済額１，３６８，０００円（滞納繰越分４９４，０００円、現年度分８７４，０００

円）

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

・収入未済額１６６，６４９円（滞納繰越分１２８，８４９円、現年度分３７，８００円）

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額１，４９６，７５４円（滞納繰越分）

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、相手方

の人的被害があったほか、相手方車両及び当該車両の毀損があり、県

に多額の損害（２，６６３，３１７円）を与えた。

（措置の内容）

１ 放置違反金について、納付期限内の収入確保と収入未済額の縮減に

向けた対策として、注意喚起のため督促状や催告書の封筒を赤色に変

えて送付しているほか、電話による催告、滞納者の住居地や勤務先へ

直接赴いての面接・所在調査等の訪問による催告、会計員の直接訪問

による現金の徴収、財産調査に基づく預金口座の差押え及び滞納者の

勤務先に対する給料差押え勧告等により、積極的な回収を実施した結

果、令和４年度未収金１，３６８，０００円のうち、令和５年１０月末までに７５３

，０００円を回収した。

今後も訪問による催告活動、所在不明者の追跡調査及び差押え等の

滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努める。

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、納付期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に向けた対策として、注意喚起のため督促状や催

告書の封筒を赤色に変えて送付しているほか、電話による催告、滞納

者の住居地や勤務先へ直接赴いての面接・所在調査等の訪問による催

告、会計員の直接訪問による現金徴収、財産調査に基づく預金口座の

差押え及び滞納者の勤務先に対する給料差押え勧告等により、積極的

な回収を実施した結果、令和４年度未収金１６６，６４９円のうち、令和５

年１０月末までに２９，０００円を回収した。

今後も訪問による催告活動、所在不明者の追跡調査及び差押え等の

滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努める。

３ 収入未済額の損害弁償金について

� 平成１７年度調定分（収入未済額４２４，０００円）については、平成１７

年１０月発生の拾得金詐欺事件に係る損害弁償金であり、令和４年度

までに損害弁償金５１９，０００円のうち９５，０００円を収納しているが、所

在調査の結果、令和２年３月に収監先の刑務所において死亡してい

ることが判明した。

現在は法定相続人の調査を実施しているが、調査の結果次第では、

債権放棄も視野に検討を行う予定である。

� 平成１９年度調定分（収入未済額３８５，０００円）については、平成１９

年６月発生の本部庁舎損壊に係る損害弁償金であるが、令和４年度

までに損害弁償金９２４，０００円のうち５３９，０００円を収納している。

令和５年５月に債務者と面接したところ、損害弁償金の返済意思

はあるものの、すぐに返済することは困難な状況であるため、定期

的に生活実態等を確認し、返済を促していく。

� 令和元年度調定分（収入未済額６８７，７５４円）については、平成３０

年６月発生の公用車両損壊に係る損害弁償金である。

債務者は、事件発生後に現場から逃走していたが、他県警察にお

いて逮捕され、刑務所へ収監されたことから、面接して返済を求め

たものの、損害弁償金の請求に応じない状況であったが、令和４年

５月に支払催告を刑務所宛に送付し、全額支払う旨を記載した支払

誓約書を徴している。

令和５年８月に本人より、出所後の所在地の連絡があったことか

ら、今後も、定期的に所在を確認し、返済を促していく。

４ 職員の交通事故防止対策は、警務部教養課教養・運転指導係により、

○ 専門知識を有する職員による交通事故防止教養等の実施

○ 初任科生に対する運転教養、二輪車運転指導・検定の実施

○ 警察車両運転免許受検者に対する教養・訓練の実施

○ 交通事故を惹起した職員に対する教養・実技講習の実施

○ 交通事故発生状況と特徴の分析に基づく定期的な教養資料の作

成・発出

などの諸対策を推進している。

特に、不注意による事故が多発していることから、職員一人一人に

交通事故防止への意識及び運転時の緊張感を持たせるため、各所属に

安全運転指導者を指名し、教養課教養・運転指導係と連携を取りなが

ら、本部主導の事故防止対策だけでなく、各所属においても安全運転

指導者が中心となって、ＫＹＴ（危険予測トレーニング）動画を使用

した教養、若手職員に対する運転訓練、事故惹起者に対する面接教養・

運転訓練・同乗指導等の早期実施などの事故防止対策を実施している。

さらに、職員事故の傾向や所属の運転講習実施状況などを基に、特

に注意して指導するテーマを設けて対象者を選定のうえ、教養内容を

変更しながら、交通事故防止研修会として的を絞った運転講習を年間

通じて実施している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

西 条 西 警 察 署 令和５年２月２２日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（３件）し、当該車両、

相手方車両及び相手方工作物の毀損（うち公用車１台は廃車）があり、

県に多額の損害（１，８１５，８１４円）を与えた。

（措置の内容）

職員の交通事故防止対策は、警察本部の警務部教養課により実施され

ているものも含め、次の施策を実施している。

� 事故防止教養の実施

朝礼、拡大幹部会、定例研修会において、交通違反・事故の防止

（悪天候時の防衛運転、後退時の降車誘導等安全確認、事故形態別

の分析結果に基づく再発防止教養、緊張感を持った運転等）につい

て具体的な事例により継続指導している。

� 実践的な事故防止訓練などの実施

若手警察官を対象として、安全運転に必要な知識・技能の習得を

目的とした運転実技訓練の実施や交通事故防止研修会への参加をし

ている。

� 車両点検の徹底

公用車の適正管理及び交通事故防止のため、毎朝公用車の運行前

日常点検を実施し、車両の整備状態及び安全運転に支障となる不具

合がないか確認している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 令和５年２月８日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額７８９，９３１円（滞納繰越分）

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（７件）し、当該車

両等の毀損があり、県に多額の損害（１，３０３，６６５円）を与えた。
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ている。

� 指導教養の徹底

朝礼、定例研修会等において、天候・季節に応じた交通事故防止、

職員の交通事故発生状況事例、事故形態分析による再発防止、相手

は止まらないかもしれない運転等防衛運転の励行、緊張感をもった

余裕のある運転等を継続教養している。

また、警ら用務や緊急走行等により運転の機会が多い地域課にお

いて、署独自の地域課員への交通事故防止教養を実施する等、交通

事故防止意識の高揚に努めている。

� 実践的な事故防止訓練等の実施

若手警察官を対象として安全運転に必要な知識・技能の習得を目

的とした運転実技訓練を実施している。

� 交通事故再発防止対策の実施

交通事故を惹起した職員に対して再発防止対策として実技訓練の

実施、再発防止に向けた自己方策の作成等を実施し、当事者自身に

事故の原因となった行動やこれまでの運転方法について、自ら考え

させている。

� 車両点検の徹底

ドライブレコーダーを含めた日常点検整備の徹底を実施し、運転

者自身の安全意識の向上を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 南 警 察 署 令和５年２月９日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額７１０，８２２円（滞納繰越分）

（措置の内容）

損害弁償金の収入未済額については、平成２７年２月に発生した公用車

両損壊に係る損害弁償金である。

債務者は返済に応じないまま刑務所へ収監され、その後も別の刑務所

への移監を繰り返していたが、令和元年１０月に刑務所を出所していたた

め、所在確認を行ったところ、令和２年９月に再度刑務所に収監されて

いることが判明したことから、収監先である刑務所へ支払催促通知及び

支払誓約書を郵送し、支払誓約書を徴取した。

その後、刑期満了により収監先を出所したものの、別事件により再度

刑務所に収監され、令和５年７月７日に刑期満了で出所したことを確認

したため、所在をつきとめるとともに、８月２３日に再度支払誓約書を徴

取した。

なお、今後も継続的に連絡を取りつつ、可能な限り早期の収納に努め

る。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

伊 予 警 察 署 令和５年２月１６日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（３件）し、当該車両

及び相手方工作物の毀損があった。

（措置の内容）

職員の交通事故防止に関しては、次のような施策を実施し、再発防止

に努めている。

� 朝礼時における教養の実施

朝礼時において、幹部職員または安全運転指導者による「交通事

（措置の内容）

１ 収入未済の損害弁償金

損害弁償金の収入未済額については、平成１８年６月に発生した公用

車両損壊に係る損害弁償金であるが、令和４年度までに損害弁償金

７９９，９３１円のうち１０，０００円を収納している。

債務者は一時所在不明となったが、所在確認を続けた結果、平成２９

年７月から刑務所に収監されていることが判明し、以降は収監先であ

る刑務所へ繰り返し支払催促通知を郵送しているが、債権者は納付の

意思はあるものの収監中の納付は困難であるとのことから、出所後に

おける債権の収納を見据えて支払誓約書を定期的に徴取し、債権の承

認による消滅時効の中断措置を実施している。

２ 職員の不注意により警察車両による事故

職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し

ている。

� 指導教養の徹底

朝礼、幹部会議、定例研修会等の各種機会を通じて、職員の交通

事故発生状況を踏まえ、再発防止を含めた交通事故防止教養を繰り

返し実施している。

また、教養資料の発出や交通事故防止に関する朝礼時のスピーチ

を実施する等、職員の交通事故防止意識の高揚を図っている。

� 実践的な交通事故防止教養及び訓練の実施

署員に対する交通事故形態分析に基づく交通事故防止教養、実践

的個別指導及び新人警察官に対する運転訓練等実践的な交通事故防

止訓練を繰り返し実施している。

� 車両点検の徹底

運転前に車両の日常点検を確実に実施し、正常な状態で安全運転

ができるようにするとともに、運転者自身の安全意識の向上を図っ

ている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 東 警 察 署 令和５年２月８日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額８２，４２２円（滞納繰越分）

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、当該車

両、相手方車両及び相手方工作物の毀損があった。

（措置の内容）

１ 収入未済の損害弁償金について

� 平成２９年５月に発生した被留置者による建造物損壊事案に係る損

害弁償金２８，０８０円について、債務者と面接し、口頭では返済の意思

を示すものの、支払いには至っていない。今後も早期の返済を促す

こととする。

� 平成２８年１１月に発生した未成年者によるパトカー損傷事案に係る

３債務者を有する損害弁償金５２１，７０４円については、平成３０年３月

に法定代理人親権者を含めた債務弁済契約書を締結し、債権の管理

をしており、令和５年１０月末時点での状況は次のとおりである。

債務者甲にあっては、弁償額２０８，６８１円のうち２０８，６８１円を弁済し

残額０円

債務者乙にあっては、弁償額２０８，６８１円のうち２０８，６８１円を弁済し

残額０円

債務者丙にあっては、弁償額１０４，３４２円のうち５０，０００円を弁済し

残額５４，３４２円

今後も引き続き債務者と連絡を取り、可能な限り早期の収納に努

めることとする。

２ 職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し



愛 媛 県 報令和６年６月１４日 第５１７号

４５４

故発生危険個所教養」及び「交通安全ワンポイント教養」を実施し、

管内における過去の交通事故発生状況を鑑みた交通事故多発地点の

教示や、交通事故形態の概要等に基づく実態に即したピンポイント

な指導・教養を行い、再発防止に努めている。

� 車両点検の実施

運転前の日常点検に加え、毎週火曜日を「一斉車両点検日」に設

定し、車両責任者等による車両動作及び整備不良点検を行い、車両

の管理不足による無用な支出及び整備不良に起因する交通事故発生

の絶無に努めている。

� 運転訓練の実施

警察学校を卒業して間もない若手職員を対象とした運転訓練を実

施し、運転時の心構え、車両感覚、死角、車両特性の認識及び交通

事故発生時の影響など、運転技能の向上及びリスク管理の徹底に努

めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

大 洲 警 察 署 令和５年２月２２日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理するとともに、収入

未済額の縮減に努められたい。

・収入未済額２６９，９４８円（現年度分）

（措置の内容）

損害弁償金の収入未済額については令和４年７月３１日に発生した公用

車両損壊に係る損害弁償金であるが、５回に渡る分納により、令和５年

１０月２６日をもって損害弁償金４６９，９４８円を全額収納している。

また、損害弁償金の納入通知書の納入期限は令和５年３月８日であり、

当該期限を経過しての納入による遅延損害金４，３３５円（起算日：令和５

年３月９日、利率：民法第４０４条に基づく法定利率３％）を令和５年１１

月１６日に全額収納し、本件、全ての債権回収を完了している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 警 察 署 令和５年２月２２日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

・収入未済額１６５，０００円（滞納繰越分）

（措置の内容）

損害弁償金の収入未済額については平成２３年６月に発生した公用車両

損壊に係る損害弁償金であるが、令和５年度までに損害弁償金３８４，６５７

円のうち２２４，６５７円を収納している。

債務者に対しては、書面や電話による支払催促を行っており、毎年、

少額ではあるが損害弁償金を納めている。今後も継続的に債務者と連絡

を取りつつ、可能な限り早期の収納に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 令和５年６月１２日

発 電 工 水 課 令和５年６月１２日

県 立 病 院 課 令和５年６月１２日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 令和５年６月９日

西条地区工業用水道管理事務所 令和５年６月９日

中 央 病 院 令和５年６月８日

今 治 病 院 令和５年６月９日

南 宇 和 病 院 令和５年６月６日

新 居 浜 病 院 令和５年６月９日

（監査の結果）

１ 工業用水道事業

� 松山・松前地区工業用水道事業については、給水能力と同量の契

約給水量を確保しており、経営成績は安定している。

一方、西条地区工業用水事業については、前年度に引き続き純利

益を計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると１９１億円の

借入残高があり、依然として厳しい財政状態にあることから、今後

も、企業立地の促進支援や既受水企業等への売水促進活動の更なる

強化等による新たな水需要の開拓に一層努めるとともに、厳しい財

政状態に鑑み、引き続き事業運営の合理化・効率化に取り組み、経

営基盤の安定化に努められたい。

２ 病院事業

� 当年度の入院及び外来患者数が、前年度と比較して増加したこと

や、新型コロナウイルス感染症対応のための病床確保に対し、国か

ら前年度並みの財政支援があったことなどから、純利益については、

前年度を２億８，３２０万円上回り、２１億１，８６９万円と引き続き黒字とな

っている。

しかしながら、累積欠損金は１６４億円に上り、企業債３１４億円や一

般会計等からの長期借入金８８億円など、負債が資産を上回る債務超

過の状況になっており、依然として厳しい財政状態が続いている。

病院事業を取り巻く環境は、医師や看護師の不足などを背景に厳

しい状況にあると思われるが、中央・今治・南宇和・新居浜の４病

院が、国が求める公立病院経営強化に向けた取組や本県の地域医療

構想を踏まえながら、地域の中核病院として高度で良質な医療を安

定的に供給するとともに、引き続き経営健全化に取り組まれたい。

� 個人医業未収金の納期到来分１３７，３３０，０６４円（過年度未収金６８，２１

２，１８０円、現年度未収金６９，１１７，８８４円）について、早期回収に引き

続き努められたい。

（中央病院）

� 医業外未収金の納期到来分５，７７８，７４２円（過年度未収金３３５，２７４円、

現年度未収金５，４４３，４６８円）について、早期回収により一層努めら

れたい。

（中央病院）

� 個人医業未収金の納期到来分３３，９５７，２８４円（過年度未収金１３，０２７

，１３８円、現年度未収金２０，９３０，１４６円）について、早期回収により一

層努められたい。

（今治病院）

� 医業外未収金の納期到来分２５３，４０７円（過年度未収金４３，１５０円、

現年度未収金２１０，２５７円）について、早期回収により一層努められ

たい。

（今治病院）

� 個人医業未収金の納期到来分１０，０８８，４６０円（過年度未収金６，５３５，

４４０円、現年度未収金３，５５３，０２０円）について、早期回収により一層

努められたい。

（南宇和病院）

� 医業外未収金の納期到来分１３３，４２０円（過年度未収金７２，９４０円、

現年度未収金６０，４８０円）について、早期回収により一層努められた

い。

（南宇和病院）

� 個人医業未収金の納期到来分３３，７５６，９９６円（過年度未収金１８，１２０

，１５９円、現年度未収金１５，６３６，８３７円）について、早期回収に引き続
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公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第４号
愛媛県公安委員会審査請求手続規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年６月１４日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

愛媛県公安委員会審査請求手続規則の一部を改正する規則

愛媛県公安委員会審査請求手続規則（平成２８年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

き努められたい。

（新居浜病院）

� 医業外未収金の納期到来分６９５，６６６円（過年度未収金２６８，０６６円、

現年度未収金４２７，６００円）について、早期回収により一層努められ

たい。

（新居浜病院）

（措置の内容）

１ 工業用水道事業

西条地区工業用水道事業については、経営基盤の安定化を図るため、

県や地元市の企業立地所管部署とも連携した「西条地区工業用水売水

促進班」の活動を通じ、引き続き工業用水の需要拡大に努めていると

ころであり、今後も事業が安定的に継続できるよう取り組んでまいり

たい。

２ 病院事業

公営企業管理局では令和３年３月に策定した第２次愛媛県立病院中

期経営戦略（令和３年度～７年度）に基づき、健全経営の確保と病院

ごとの役割・機能に応じた経営体質の強化を図っているところ。

今後とも、救急、小児・周産期、災害、感染症等の政策的医療や高

度・急性期医療を積極的に担っていくとともに、医療提供体制の充実

と経営の健全化の両立に努め、県民医療の最後の砦である県立病院と

しての使命を果たしてまいりたい。

３ 病院事業（未収金）

回収業務の効率化を図るため、未収金担当者研修会を開催するなど、

担当者のスキルアップに取り組んでおり、今後とも、事務局、看護部

及び医事会計業務委託業者等の関係職員が連携を密にし、外来窓口等

において未収金発生の未然防止・初期対応に取り組み、現年度未収金

の削減を図るとともに、引き続き弁護士法人への回収委託等を活用し

回収に努めてまいりたい。

年度 医業・
医業外

未収金額（前年度末時点） 回収金額（９月末時点） 回収率（９月末時点）

前年度分 前々年度以前分 前年度分 前々年度以前分 前年度分 前々年度以前分

Ｒ５

医 業 ２８５，
１９２，３１４

１７９，
２９７，３９７

１０５，
８９４，９１７

１５８，
４７２，５２９

１５５，
４５７，３７３

３，
０１５，１５６ ５５．６％ ８６．７％ ２．８％

医業外 ２３，
８８５，４０５

２３，
１６５，９７５ ７１９，４３０

２３，
０２４，２１５

２３，
００６，５９５ １７，６２０ ９６．４％ ９９．３％ ２．４％

（注）金額には納期未到来の未収金も含む。

� 今後とも、各病院の担当者や弁護士事務所と連携を図るとともに、

他県における効果的な取組みも参考にしながら、個人医業未収金の

早期回収に努めたい。

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、各病院の担

当者や弁護士事務所と連携を図るなどして、早期回収に努めたい。

改 正 後 改 正 前

（個人情報保護法等に関する審査請求に関する一般的手続）

第３０条 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「個人情報保護法」という。）第１０６条第１項に規定する審査請

求及び愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第１８条

の２に規定する審査請求についての第２章の規定の適用について

は、第６条第１項中「法第９条第３項」とあるのは「行政機関の

保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。以下

「行政機関情報公開法」という。）第１８条第２項又は個人情報保

護法第１０６条第２項」と、第７条第１項及び第２項中「法第９条

第３項」とあるのは「行政機関情報公開法第１８条第２項又は個人

情報保護法第１０６条第２項」と、第２７条中「法第９条第３項」と

あるのは「行政機関情報公開法第１８条第２項又は個人情報保護法

第１０６条第２項」とする。

（審理官に関する規定の適用除外等）

第３０条 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「個人情報保護法」という。）第１０６条第１項に規定する審査請

求及び愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第１８条

の２に規定する審査請求（次項において「個人情報保護法等に関

する審査請求」という。）については、第４条の規定は、適用し

ない。

２ 個人情報保護法等に関する

審査請求についての第２章の規定の適用について

は、第６条第１項中「法第９条第３項」とあるのは「行政機関の

保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。以下

「行政機関情報公開法」という。）第１８条第２項又は個人情報保

護法第１０６条第２項」と、第７条第１項及び第２項中「法第９条

第３項」とあるのは「行政機関情報公開法第１８条第２項又は個人

情報保護法第１０６条第２項」と、第２７条中「法第９条第３項」と

あるのは「行政機関情報公開法第１８条第２項又は個人情報保護法

第１０６条第２項」とする。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第３３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和６年６月１４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

�愛媛県選挙管理委員会告示第３４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和６年６月１４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党土居支部 曽我部 清 代 表 者 曽我部 清 森 � 康 行 令和６年４月１日

自由民主党愛媛県建設関
係支部 浅 田 春 雄 代 表 者 浅 田 春 雄 井 原 伸 令和６年５月２４日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

石橋寛�後援会 橋 本 二三男 代 表 者 橋 本 二三男 藤 井 万一郎 令和６年２月２８日

越智忍後援会 越 智 皐 代 表 者 越 智 皐 山 本 英 正 令和６年３月３１日

愛媛県警備業連盟 米 子 忠 志 代 表 者 米 子 忠 志 阿 部 克 彦 令和６年５月１４日

中村まさのり後援会 中 村 維 伯 主たる事務所の所在地 南宇和郡愛南町御荘平城３７４４
－１ 南宇和郡愛南町柏崎５９１ 令和６年５月１５日

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

村上さとことまちづくりの会 村 上 智 子 村 上 誠 四国中央市豊岡町長田１１７９－１ 令和６年５月２日

鬼北町を消滅の危機から救う会 高 田 暢 弘 山 本 慎 一 北宇和郡鬼北町広見７７４ 令和６年５月９日

尾藤しゅんすけ後援会 尾 藤 俊 輔 尾 藤 俊 輔 越智郡上島町弓削上弓削４６５ 令和６年５月１３日

三浦コナン後援会 三 浦 颯 三 浦 杏 奈 西条市上市甲７２０－１ 令和６年５月１６日

白石ひさき後援会 白 石 � 祈 白 石 美 佐 新居浜市一宮町２－３－４８ 令和６年５月２１日

たまおき公正後援会 玉 置 公 正 白 石 岳 西条市朔日市８９２ 令和６年５月２１日

森永和夫後援会 森 永 和 夫 森 永 和 夫 喜多郡内子町五十崎甲１５８４ 令和６年５月２１日

束村はるき後援会 束 村 温 輝 束 村 温 輝 東温市則之内乙２５４８－６３ 令和６年５月２２日

いしずひろゆき後援会 石 津 裕 之 伊 藤 大 繕 四国中央市川之江町３２１８－１ 令和６年５月２７日
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公営企業告示 正 誤
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和６年６月１４日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 三 好 賢 治

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

�愛媛県公営企業告示第８号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定によ

り、病院の業務に係る公金の徴収の事務を次のとおり委託した。

令和６年６月１４日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

１ 委託した事務の範囲及び内容

愛媛県立病院未収金の回収の事務

２ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

弁護士法人エジソン法律事務所 東京都千代田区神田錦町一丁

目８番１１号錦町ビルディング８階

３ 委託期間

令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで

�正 誤

令和５年１１月１４日付け第４６０号愛媛県告示第１１８４号（保安林予定

森林にする旨の通知）中

村上誠一郎後援会 村 上 信太郎 会 計 責 任 者 小 野 礼 二 村 上 修 次 令和６年５月１７日

国際勝共連合愛媛県本部 石 垣 貢 会 計 責 任 者 石 垣 貢 佐 藤 信治郎 令和６年５月２０日

武田のりひさ後援会 武 田 幸 � 代 表 者 武 田 幸 � 河 野 建 夫 令和６年５月２４日

�愛媛県選挙管理委員会告示第３６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

令和６年６月１４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

�愛媛県選挙管理委員会告示第３７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり同項第３号の規定による資金管理団体の届出事項の異

動の届出があった。

令和６年６月１４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

伊 藤 新 平 後 援 会 山 本 朝 光 令和６年３月３１日

カ ナ エ ル エ ヒ メ 浅 岡 志 麻 令和６年３月３１日

臼 坂 均 後 援 会 臼 坂 操 令和６年４月４日

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

白 石 � 祈 新居浜市長 白石ひさき後援会 新居浜市一宮町２－３－４８ 令和６年５月２１日

石 津 裕 之 四国中央市議会議員 いしずひろゆき後援会 四国中央市川之江町３２１８－１ 令和６年５月２７日

ページ 箇 所 誤 正

１２３８ 右欄
下から６行目 ２６２３から２３２５まで、 ２６２３から２６２５まで、

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

中 村 維 伯 中村まさのり後援会 主たる事務所の所在地 南宇和郡愛南町御荘平城３７４４－
１ 南宇和郡愛南町柏崎５９１ 令和６年５月１５日

令和６年６月１４日 発行


